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１．物質に関する基本的事項 

ジブチルスズ化合物は、2 個のブチル基がスズ原子と共有結合した化合物の総称である。 

（1）分子式・分子量・構造式 

注：2-2244(ジアルキル(C1～8)スズ ビス{アルキル(又はアルケニル,C6～18)チオグリコレート})、2-2307(ジアルキル

(C=1～8)スズビス(メルカプト酢酸アルキル又はアルケニルエステル塩))、2-2310(ジブチルスズビス(メルカプト

酢酸アルキル(又はアルケニル)エステル)塩)、2-3034(モノ(又はジ)アルキル(C=1～4)トリス(又はビス)アルキル

(C=8～12)オキシカルボニルアルキル(C=1～2)チオ］ スズ) 
 

化管法政令番号*
1-239(有機スズ化合物)

*注：化管法対象物質の見直し後の政令番号（平成 21 年 10 月 1 日施行） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

物質名 別の呼称 CAS 番号
化審法官報公示

整理番号 RTECS番号 分子式 分子量
換算 
係数 

ジブチル二塩

化スズ 
DBTC 683-18-1 

2-2331(ジブチル

スズ二塩化物（又

は二臭化物又は

二ヨウ化物）) 

WH7100000 C8H18Cl2Sn 303.85 
1 ppm =
12.43 
mg/m3 

ジブチルスズ

ジラウラート 
DBTL 77-58-7 

2-2330 (ジブチ

ルスズジ脂肪族

モノカルボン酸

(C2～31)塩) 

WH7000000 C32H64O4Sn 631.57 
1 ppm =
25.83 
mg/m3 

ジブチルスズ

マレート 

2,2-ジブチル

-1,3,2-ジオキ

サスタネピン

-4,7-ジオン、
DBTM 

78-04-6 
2-2343 (ジブチル

スズマレイン酸

塩) 
JH4735000 C12H20O4Sn 347.00 

1 ppm =
14.19 
mg/m3 

ジブチルスズ

オキシド 
DBTO 818-08-6 2-2031 WH7175000 C8H18OSn 248.94 

1 ppm =
10.18 
mg/m3 

ジブチルスズ

ジアセテート 
DBTA 1067-33-0  WH6880000 C12H24O4Sn 351.03 

1 ppm = 
14.34 
mg/m3 

ジブチルスズ

ビス(メルカプ

ト酢酸 2-エチ

ルヘキシル) 

DBT(EHTG) 10584-98-2 

2-2310(ジブチル

スズビス(メルカ

プト酢酸アルキ

ル(又はアルケニ

ル)エステル)塩) 

WH7125000 C28H56O4S2Sn 639.58 
1 ppm =
26.16 
mg/m3 

ジブチルスズ

ビス(メルカプ

ト酢酸イソオ

クチル) 

DBT(IOTG) 25168-24-5 脚注参照 WH6179000 C28H56O4S2Sn 639.58 
1 ppm =
26.16 
mg/m3 

［5］ジブチルスズ化合物 
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（2）物理化学的性状 

物質名 DBTC DBTL DBTM DBTO DBTA DBT 
(EHTG) 

DBT 
(IOTG) 

性状 白色結晶1) 常温で淡黄

色の液体2) 
常温で白

色の固体2)
常温で白色

の固体2) 

常温で淡黄

色透明の液

体2) 

淡黄色の

油状液体5)  

融点 43℃3) 23℃3) 110℃3) >150℃4) 10℃4) -80～-70℃
5)  

沸点 
135℃
(10mmHg)3) 

114℃ 

205℃
(10mmHg) 7)

>200℃ 
（分解）5)

210℃ 
（分解） 4) 

142～145℃ 
(10 mmHg) 

4) 

≧260℃ 
（分解）5)  

比重 1.36(24℃) 1) 
密度：
1.05g/cm3 
(20℃) 1) 

1.325) 
密度：1.58 
g/cm3 (20℃) 

4) 

密度：1.320 
g/cm3 4) 

密度：1.1
～1.2g/cm3

(25℃) 5) 
 

蒸気圧 

1.2×10-3

mmHg 
(= 0.16 Pa) 
(25℃) 5) 
2 mmHg 
(= 270 Pa)  
(100℃)1) 

  

3×10-8 

mmHg  
(= 4×10-6Pa) 
(25℃) 5) 

   

分配係数 
(1- ｵ ｸ ﾀ ﾉ ｰ ﾙ /
水)(log Kow) 

1.567) 、
0.971) 3.127)  1.35)     

解離定数 
（pKa） 

       

水溶性 
（水溶解度） 

92 mg/L 
(20℃) 7)  

3 mg/L  
(20℃) 7)    6 mg/L  

(20℃) 7)    

 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

生物分解性、生物濃縮性、加水分解性および土壌吸着性は次のとおりである。 

物質名 生分解性（好気的分解） 

DBTC 分解率：5.5%(試験期間：28 日間、OECD301B) 5) 

DBTL 

分解率：BOD 50 %、78%*、GC 88 %*（試験期間：28 日間、被験物質濃度： 100ppm、

活性汚泥濃度：30ppm）8) 

（備考：* ラウリン酸部分の分解度を示す。被験物質のラウリン酸（脂肪酸）

部分は生分解されるが、ジブチルジヒドロキシ錫部分は系中に残留した。）8) 
DBTM 分解率：3%(試験期間：28 日間、OECD301F) 5) 

DBTO 分解率：BOD 0 %、HPLC 1 %（試験期間：28 日間、被験物質濃度： 100ppm、

活性汚泥濃度： 30ppm）8) 
DBTA  
DBT(EHTG) 分解率：22~48%(試験期間：28 日間、OECD301F 相当試験) 5) 
DBT(IOTG) 分解率：5.5%(試験期間：28 日間、OECD301B) 5) 
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物質名 生物濃縮性 

DBTC 生物濃縮係数（BCF）： 0.1（コイ、筋肉）9)、10（コイ、肝臓）9)、5（コイ、

腎臓）9)、8（コイ、胆嚢）9) 

DBTL 
生物濃縮係数（BCF）：（濃縮性がない又は低いと判断される化学物質）10) 
2.2～40（試験生物：コイ、試験期間：8 週間、試験濃度：2.5 μg/L）8) 
<13～110（試験生物：コイ、試験期間：8 週間、試験濃度：0.25 μg/L）8) 

DBTM  

DBTO 
生物濃縮係数（BCF）：（濃縮性がない又は低いと判断される化学物質）10) 
<0.7～18（試験生物：コイ、試験期間：8 週間、試験濃度：500 ppb）8) 
<7.1～18（試験生物：コイ、試験期間：8 週間、試験濃度：50 ppb）8) 

DBTA  
DBT(EHTG)  
DBT(IOTG)  

 

物質名 加水分解性 土壌吸着性 
土壌吸着定数(Koc) 

DBTC 速やかに分解しジブチルスズオキシド

を生じる5) 64,6646)、223,8676)、42.86) 

DBTL 
半減期：<38 分5) 

加水分解しジブチルスズオキシドを

生じる5) 
 

DBTM 加水分解しジブチルスズオキシドを

生じる5) 
 

DBTO 加水分解されない5)  
DBTA   

DBT(EHTG) 
半減期：10～12 時間5)

加水分解しジブチルスズオキシドを

生じる5) 
 

DBT(IOTG) 加水分解しジブチルスズオキシドを

生じる5) 
 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

「化学物質の製造・輸入量に関する実態調査」によると、ジブチルスズジ脂肪族モノカル

ボン酸(C2～31)塩の平成 16 年度における製造（出荷）及び輸入量は 100～1,000t/年未満11)、

平成 19 年度は 10～100t/年未満12)である。 
平成 20 年度における有機スズ系安定剤の生産量は 4,503t とされ13)、平成 19 年度における

錫系塩化ビニル安定剤の生産量は 5,189t とされている14)。 
全世界におけるジブチルスズ化合物の生産量を表 1.1 に示す5)。 
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表 1.1 全世界におけるジブチルスズ化合物の生産量 

物質名 生産量[t] 

DBTC 10,000-15,000 

DBTL 1,000-5,000 

DBTM 500-1,000 

DBTO 1,000-5,000 

DBT(EHTG) 7,500-12,500 

DBT(IOTG) －a) 
a) 過去において使用されていたが、今日では DBT(EHTG)が使用されている 

② 用 途 

主なジブチルスズ化合物の用途を表 1.2 に示す。 

 

表 1.2 主なジブチルスズ化合物の用途 

物質名 用 途 

DBTC ジブチルスズ化合物の中間体5) 

DBTL 塩化ビニル樹脂用安定剤、滑剤、ウレタン硬化触媒2) 

DBTM 塩化ビニル樹脂用安定剤2) 

DBTO 塩化ビニル樹脂用安定剤の原料、触媒2) 

DBTA シリコーン樹脂硬化触媒2) 

DBT(EHTG)  塩化ビニル樹脂用安定剤5) 

 
ジブチルスズ化合物は、トリブチルスズの分解により生成し、さらに分解して最終的には

無機スズとなる。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

有機スズ化合物は化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質（政令番号：239）に指定

されている。また、ジブチルスズ化合物は水環境保全に向けた取組のための要調査項目に選定

されている。 
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２．ばく露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からのばく露を中心に評価する

こととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度

により評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

有機スズ化合物は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、平成 19 年

度の届出排出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体2),3)から集計した排出量等

を表 2.1 に示す。なお、届出外排出量非対象業種・家庭・移動体の推計はなされていなかった。 

 

表 2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果（平成 19 年度） 

（有機スズ化合物） 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 8,265 115 0 0 120 63,973 1,259 - - - 8,380 1,259 9,639

有機スズ化合物

業種等別排出量(割合) 8,265 115 0 0 120 63,973 1,259 0 0 0

8,180 0 0 0 0 0 届出 届出外

(99.0%) 87% 13%

17 0.1 0 0 0.1 7,320 449

(0.2%) (0.09%) (0.08%) (11.4%) (35.7%)

415

(33.0%)

4 80 0 0 17 16,030 261

(0.05%) (69.6%) (14.1%) (25.1%) (20.7%)

0.6 2 0 0 0 10,321 133

(0.007%) (2.1%) (16.1%) (10.6%)

31 17 0 0 103 27,166 1

(0.4%) (14.4%) (85.8%) (42.5%) (0.08%)

33 0 0 0 0 420

(0.4%) (0.7%)

0 15 0 0 0 7

(13.0%) (0.01%)

0 0.9 0 0 0 0

(0.8%)

0 0 0 0 0 2,695

(4.2%)

0 0 0 0 0 15

(0.02%)

非鉄金属製造業

金属製品製造業

ゴム製品製造業

医薬品製造業

届出

輸送用機械器具
製造業

電気機械器具製造業

化学工業

移動量　　(kg/年)排出量　　(kg/年)

窯業・土石製品
製造業

プラスチック製品
製造業

一般機械器具製造業

届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

届出
排出量

届出外
排出量

合計
排出量　　(kg/年)

総排出量の構成比(%)

衣服・その他の
繊維製品製造業

 

 

有機スズ化合物の平成 19 年度における環境中への総排出量は、10t となり、そのうち届出排

出量は 8.4t で全体の 87％であった。届出排出量のうち 8.3t が大気へ、0.12t が公共用水域へ排出

されるとしており、大気への排出量が多い。この他に下水道への移動量が 0.12t、廃棄物への移

動量が 64t であった。届出排出量の排出源は、大気への排出が多い業種は窯業・土石製品製造

業（99％）、公共用水域への排出が多い業種は、輸送用機械器具製造業（70％）、化学工業（14％）

であった。 
表 2.1 に示したように PRTR データでは、届出排出量は媒体別に報告されているが、届出外排

出量の推定は媒体別には行われていないため、届出外排出量対象業種の媒体別配分は届出排出

量の割合をもとに、届出外排出量非対象業種・家庭の媒体別配分は「平成 19 年度 PRTR 届出外

排出量の推計方法等の詳細」3)をもとに行った。届出排出量と届出外排出量を媒体別に合計した



     5 ジブチルスズ化合物  

 7 

 

ものを表 2.2 に示す。 
 

表 2.2 環境中への推定排出量 

媒  体 推定排出量(kg) 

大  気 
水  域 
土  壌 

9,506  
  132  

  0  

 

（2）媒体別分配割合の予測 

媒体別分配割合の予測に必要な物理化学的性状が不足しているため、媒体別分配割合の予測

は行なわなかった。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.3 に示す。 
 

表 2.3 各媒体中の存在状況（ジブチル二塩化スズ換算値） 

媒 体 幾何 
平均値 

算術 
平均値

最小値 最大値
検出 

下限値
検出率 調査地域 測定年度 文 献 

             
一般環境大気  µg/m3          
             
室内空気 µg/m3          
             
食 物 µg/g          
             
飲料水 µg/L          
             
地下水 µg/L          
             
土 壌 µg/g          
             
公共用水域・淡水   µg/L 0.0015 0.005 <0.001 0.035 0.001 12/26 全国 2005 4) 
  <0.0004 0.00083 <0.0004 0.0075 0.0004 12/47 全国 2001 5) 
  0.0013 0.0024 <0.001 0.0088 0.001 10/21 全国 1999 6) 
             
公共用水域・海水   µg/L 0.0015 0.012 <0.001 0.17 0.001 7/18 全国 2005 4) 
    0.0005 0.0012 <0.0004 0.0031 0.0004 1/3 愛媛県、 

三重県、 
広島県 

2001 5) 

  0.0038 0.0046 <0.001 0.011 0.001 27/28 全国 1999 6) 
           
底質(公共用水域・淡水) µg/g 0.0022 0.025 <0.0003 0.31 0.0003 25/35 全国 2005 4) 
  0.0022 0.017 <0.0004 0.21 0.0004 27/34 全国 2003 7) 
  0.0047 0.016 <0.0025 0.12 0.0025 12/22 全国 1999 6) 
                      
底質(公共用水域・海水) µg/g 0.028 0.055 0.0028 0.27 0.0003 28/28 全国 2005 4) 
  0.023 0.055 0.0005 0.38 0.0004 28/28 全国 2003 7) 
  0.023 0.04 0.0039 0.17 0.0025 29/29 全国 1999 6) 
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媒 体 幾何 
平均値 

算術 
平均値

最小値 最大値
検出 

下限値
検出率 調査地域 測定年度 文 献 

魚類(公共用水域・淡水) µg/g <0.001 <0.001 <0.001 0.0016 0.001 1/3 高知県、 
鳥取県、 
滋賀県 

2005 4) 

  <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.001 0/3 高知県、 
鳥取県、 
滋賀県 

2003 7) 

  0.0029 0.0066 <0.0023 0.054 0.0023 10/21 全国 1999 6) 
           
魚類(公共用水域・海水) µg/g 0.0013 0.0019 <0.001 0.0065 0.001 8/13 全国 2005 4) 
  0.0013 0.0018 <0.001 0.004 0.001 7/11 全国 2003 7) 
  0.0028 0.0036 <0.0023 0.01 0.0023 17/26 全国 1999 6) 
  0.006 0.0084 <0.005 0.019 0.005 5/9 全国 1991 8) 
           
貝類(公共用水域・淡水) µg/g          
           
貝類(公共用水域・海水) µg/g 0.011 0.013 0.0036 0.02 0.001 7/7 全国 2005 4) 
  0.014 0.019 0.0028 0.04 0.001 6/6 全国 2003 7) 
  0.067 0.098 0.02 0.23 0.005 6/6 全国 1991 8) 
             

 

（4）人に対するばく露量の推定（一日ばく露量の予測最大量） 

公共用水域淡水及び食物の実測値を用いて、人に対するばく露の推定を行った（表 2.4）。こ

こで公共用水域淡水のデータを用いたのは、飲料水等の分析値が得られなかったためである。

化学物質の人による一日ばく露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量を

それぞれ 15 m3、2 L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 
食物からの一日ばく露量は、トータルダイエットスタディによる一日摂取量に体重 50 kg で

除して算出した9)。 
 

表 2.4 各媒体中の濃度と一日ばく露量（ジブチル二塩化スズ換算値） 

 媒  体 濃  度 一 日 ば く 露 量 
  大 気   
  一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 
  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

平     
  水 質   
  飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 

均 公共用水域・淡水 0.0015 µg/L 程度 (2005) 0.00006 µg/kg/day 程度 
      
  食 物 濃度データは報告されていない 0.009 µg/kg/day 程度 
    
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
      
  大 気   
  一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 

最  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
     

大 水 質   
 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 

値  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
 公共用水域・淡水 0.035 µg/L 程度 (2005) 0.0014 µg/kg/day 程度 
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 媒  体 濃  度 一 日 ば く 露 量 
  食 物 濃度データは報告されていない 0.034 µg/kg/day 程度 
    
  土 壌 

 
データは得られなかった データは得られなかった 

 
人の一日ばく露量の集計結果を表 2.5 に示す。 
吸入ばく露の予測最大ばく露濃度は、一般環境大気や室内空気のデータが得られず設定でき

なかった。 
経口ばく露の予測最大ばく露量は、公共用水域淡水及び食物のデータから算定すると 0.035 

µg/kg/day であった。なお、食物のデータは、魚介類以外の食品群からも検出されているため、

プラスチック（塩化ビニル製容器、手袋など）やクッキングシートなどに使用されたジブチル

スズ化合物が食品に移行したものも含むと推定されている9)。 
 

表 2.5 人の一日ばく露量（ジブチル二塩化スズ換算値） 

媒 体 平均ばく露量（μg/kg/day） 予測最大ばく露量（μg/kg/day） 

大 気 
  

 一般環境大気   

 室内空気   

   飲料水   

水 質  地下水   

   公共用水域・淡水 0.00006 0.0014 

 食 物   0.009 0.034 

 土 壌     

 経口ばく露量合計 0.00906 0.0354 

 総ばく露量 0.00906 0.0354 
注：1) アンダーラインを付した値は、ばく露量が「検出下限値未満」とされたものであることを示す 

2)（ ）内の数字は、経口ばく露量合計の算出に用いていない 
 

（5）水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.6 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水

域では 0.035 µg/L 程度、海水域では 0.17 µg/L 程度となった。 
 

表 2.6 公共用水域濃度（ジブチル二塩化スズ換算値） 

水 域 平   均 最 大 値 
淡 水 

 
海 水 

0.0015 µg/L 程度(2005) 
 
0.0015 µg/L 程度(2005) 

0.035 µg/L 程度(2005) 
 

0.17 µg/L 程度(2005) 
注：淡水は､河川河口域を含む 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

ジブチルスズ化合物はトリブチルスズ化合物の中間代謝物であり、さらに代謝されてモノブ

チル化合物となる経路が推定されている 1, 2, 3) 。 
胃中加水分解を模擬した試験では、ジブチルスズビス(メルカプト酢酸 2-エチルヘキシル)

（DBT(EHTG)）及びジブチルスズマレート（DBTM）は 30 分未満、ジブチルスズジラウラート

（DBTL）は 38 分未満、ジブチルスズオキシド（DBTO）は 3.5 時間の半減期でジブチル二塩化

スズ（DBTC）に転換された 4) 。 
14C でラベルしたジブチルスズジアセテート（DBTA）1.1 mg/kg をマウスに強制経口投与した

結果、138 時間で投与した放射活性の 10％が尿中に、66％が糞中に、7％が CO2として呼気中に

排泄され、尿及び呼気中では 0～24 時間、24～42 時間、42～90 時間の排泄が約 1/3 ずつを占め

たが、糞中では 42～90 時間の排泄が全体の約 80％を占めた 1) 。 
マウスに 180 µmol/kg のモノブチル三塩化スズ又はジブチル二塩化スズ（DBTC）、トリブチ

ル塩化スズを強制経口投与した結果、それぞれ 96 時間で投与量の 0.3、3、5％が尿中に排泄さ

れた 5) 。ラットに 39.4 mg/kg のジブチル二塩化スズ（DBTC）を経口投与した結果、肝臓のス

ズ量は 6 時間後にはすでにピークに達して 24 時間後まで大きな変化はなく、その後は急速に減

少した。また、肝臓ではモノブチルスズも検出されたが、ほとんどがジブチルスズの形態であ

った 6) 。 
妊娠 8 日のラットに 22 mg/kg のジブチルスズジアセテート（DBTA）を強制経口投与した 24

時間後の胎仔からジブチルスズ及びモノブチルスズが検出された 7) 。また、1.7、5、15 mg/kg/day
の DBTA を妊娠 7 日から 17 日まで強制経口投与したラットの肝臓や腎臓、脾臓、胎盤、胎仔（妊

娠 18 日）からもジブチルスズ及びモノブチルスズが検出され、胎仔中のモノブチルスズ以外は

DBTA の投与量に依存して増加したが、胎仔中のモノブチルスズは投与量の増加に伴う変化は

なく、ほぼ同じ濃度であった。胸腺のモノブチルスズ濃度も投与量に依存して増加したが、ジ

ブチルスズは 1.7、5 mg/kg/day 投与群から検出されなかった 8) 。 
ヒト及びラットの皮膚を用いた透過試験によるスズの透過速度はジブチル二塩化スズ

（DBTC）で 0.56 µg/cm2/hr、1.28 µg/cm2/hr、ジブチルスズビス(メルカプト酢酸 2-エチルヘキシ

ル)（DBT(EHTG)）で 0.007 µg/cm2/hr、2.17 µg/cm2/hr であり、ヒトの皮膚での透過量はラットの

皮膚に比べて有意に低かった 9) 。 
ラットに 0.01％の濃度でジブチル二塩化スズ（DBTC）を添加した餌を 1 週間投与した結果、

臓器中の DBTC 濃度は腎臓＞肝臓＞脾臓、胸腺＞脳の順に高く、その後、通常の餌に換えて 1
週間投与したところ、脳中の濃度はほとんど変化しなかったが、他の臓器では大きく減少し、

腎臓では約 1/10、肝臓及び脾臓、胸腺では約 1/20 になった 10) 。 
ジブチル二塩化スズ（DBTC）4 mg/kg を腹腔内したラットの尿中で、DBTC の他にブチル(3-

ヒドロキシブチル) 二塩化スズ、ブチル(4-ヒドロキシブチル) 二塩化スズ、モノブチル三塩化

スズを認めた。主要な代謝物であったブチル(3-ヒドロキシブチル) 二塩化スズは腎臓に蓄積す

る傾向がみられ、ブチル(4-ヒドロキシブチル) 二塩化スズは尿中でのみ検出されたが、他は肝

臓や腎臓、脾臓、脳からも検出された。これらの臓器では DBTC の濃度が最も高く、DBTC の
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濃度は肝臓＞腎臓＞脾臓＞脳の順であり、脳では 3 日後にピークに達した後に減少したが、他

は 1 日以内にピークに達して減少した 11) 。 
 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 12) 

      【ジブチル二塩化スズ（DBTC）】 
 

注：（ ）内の時間はばく露時間を示す。 
 
 

      【ジブチルスズジラウラート（DBTL）】 
 

注：（ ）内の時間はばく露時間を示す。 
 
 

      【ジブチルスズマレート（DBTM）】 
 

注：（ ）内の時間はばく露時間を示す。 
 
 

      【ジブチルスズオキシド（DBTO）】 
 

 
 

        【ジブチルスズビス(メルカプト酢酸 2-エチルヘキシル)（DBT(EHTG)）】 
 

 
 

      【ジブチルスズビス(メルカプト酢酸イソオクチル) （DBT(IOTG)）】 
 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 50 mg/kg 
マウス 経口 LD50 70 mg/kg 
ラット 吸入 LC50 > 364 mg/m3 (4 hr) 
ウサギ 経皮 LDLo 1,360 mg/kg 

動物種  経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 175 mg/kg 
マウス 経口 LD50 210 mg/kg 
ウサギ 経口 LD50 100 mg/kg 
マウス 吸入 LC50 150 mg/ m3 (2 hr) 

哺乳類（種不明） 吸入 LC50 2,400 mg/ m3  
ウサギ 経皮 LD > 2,000 mg/kg 

動物種  経路 致死量、中毒量等 
マウス 経口 LDLo 470 mg/kg 
ラット 吸入 LC50 313 mg/m3 (4 hr) 
ウサギ 経皮 LDLo 200 mg/kg 

動物種  経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 44.9 mg/kg 
ラット 経口 LD50 50 mg/kg 
ウサギ 経口 LDLo 1,500 mg/kg 
ウサギ 経皮 LD > 2,000 mg/kg 

動物種  経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 510 mg/kg 

動物種  経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 500 mg/kg 
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      【ジブチルスズジアセテート（DBTA）】 
 

 

ジブチルスズオキシド（DBTO）は眼、皮膚、気道を刺激する。中枢神経系に影響を与え、

機能障害を生じることがあり、死に至ることもある。吸入や経口摂取すると頭痛や耳鳴り、

記憶喪失、失見当識を生じ、眼に入ると発赤、痛みを生じる。皮膚に付くと皮膚熱傷や痛み

のほかに吸収されて頭痛や耳鳴り等の症状を生じることがある 13) 。ジブチルスズジラウラー

ト（DBTL）は眼を刺激し、眼に入ると発赤を生じる 14) 。ボランティアの手の甲に飽和溶液

を単回塗布した試験では、ジブチルスズジアセテート（DBTA）、ジブチルスズジラウラート

（DBTL）、ジブチルスズマレート（DBTM）、ジブチルスズオキシド（DBTO）には刺激作用

はなかったが、ジブチル二塩化スズ（DBTC）では化学熱傷の陽性反応がみられた 15) 。 
 

② 中・長期毒性  

ア）Wistar ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、0、0.005、0.015％の濃度でジブチル二塩化スズ

（DBTC）を餌に添加して 2 週間投与した結果、0.015％群の雄 2 匹、雌 4 匹が死亡し、0.005％
以上の群の雌雄で体重増加の有意な抑制と胸腺及び脾臓、膝窩リンパ節の相対重量の有意

な減少、0.015％群の雄で肝臓の相対重量の有意な増加を認めた。胸腺の萎縮は 0.005％以上

の群の雌雄の全数にみられ、胆管周囲の炎症や線維化を伴った重度の胆管上皮細胞の増生

は 0.015％群の雄 4 匹、雌 6 匹にみられた。最も著明な影響はリンパ器官におけるリンパ細

胞の枯渇であり、特に胸腺の皮質で顕著で、0.015％群の皮質ではほぼ完全に枯渇した。し

かし、雄マウス 10 匹を群として 0、0.005、0.015％の濃度で 4 週間混餌投与しても体重、胸

腺及び脾臓、肝臓の相対重量に影響はなく、リンパ器官の重量にも影響はなかった 16, 17) 。 
  雄の Wistar(WAG)ラット 9～10 匹を 1 群とし、0、0.005、0.015％の濃度でジブチル二塩

化スズ（DBTC）を 6 週間混餌投与した結果、0.015％群で体重増加の有意な抑制を認め、

他の Wistar（WAG×B）ラット(F1)の尾の皮膚を移植したところ、0.015％群で同種移植拒絶

反応の有意な遅延を認めた。また、雌の Wistar(WAG)ラット 7～8 匹を 1 群とし、0、0.005、
0.015％の濃度でジブチル二塩化スズ（DBTC）を 4 週間混餌投与し、最終投与の 5 日前に

ヒツジの赤血球を腹腔内投与して免疫性を与えた結果、0.005％以上の群で脾臓細胞数及び

脾臓中の抗体産生細胞数の有意な減少、0.015％群で体重増加の有意な抑制、血清の血球凝

集価の有意な減少を認めた。一方、雄の Swiss マウス 8～10 匹を 1 群として同様に処置し

た結果、ヒツジ赤血球に対する抗体反応に差はみられず、胸腺や脾臓、体重への影響もな

かった 18) 。これらの結果から、ラットで LOAELを 0.005％（2.5 mg/kg/day）、マウスでNOAEL
を 0.015％（20 mg/kg/day）以上とする。 

イ）Wistar ラット雌雄各 12 匹を 1 群とし、交尾前 2 週から交尾期間を通して 0、0.0005、0.003、
0.02％（雄 0、0.3～0.4、1.9～2.3、10.4～13.0 mg/kg/day）の濃度でジブチル二塩化スズ（DBTC）
を雄に 28 日間混餌投与した繁殖試験では、0.02％群の雄で試験期間を通して体重増加の有

動物種  経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 32 mg/kg 
マウス 経口 LD50 46 mg/kg 
ウサギ 経皮 LD50 2,318 mg/kg 
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意な抑制を認め、0.003％群の雄でも 14～21 日に体重増加の有意な抑制がみられた 19, 20) 。

なお、授乳期間終了後の 0.003％以上の群の雌にみられた胸腺重量の減少や組織変性につい

て記載はあったが、雄の胸腺に関する報告がなかった。この結果から、雄で NOAEL を

0.0005％（0.3～0.4 mg/kg/day）とする。 
ウ）CFE ラット雌雄各 16 匹を 1 群とし、0、0.001、0.002、0.004、0.008％の濃度でジブチル

二塩化スズ（DBTC）を 90 日間混餌投与した結果、一般状態に変化はなく、死亡もなかっ

たが、0.008％群の雌で有意な体重増加の抑制を認めた。0.008％群の雄でヘモグロビン濃度

は有意に低かったが、赤血球数等の減少はなく、網赤血球数の増加もなかった。また、0.008％
群の雄で腎臓の絶対重量に有意な減少を認めたが、相対重量には有意な変化はなかった 21) 。

胸腺を含む主要臓器の組織に影響はなかったが、胸腺の重量については未測定であった。

この結果から、著者らは NOEL を 0.004％（2 mg/kg/day）としている。 
エ）Fischer 344 ラット雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、0.00665、0.0133％（0、3.3、6.6 mg/kg/day）

の濃度でジブチルスズジアセテート（DBTA）を 78 週間混餌投与し、さらに 26 週間飼育し

た結果、一般状態に変化はなかったが、0.0133%群で雌雄の体重及び生存率は試験期間を通

して低く、特に雄でその差は大きかった。しかし、主要臓器の組織に影響はなかった 22) 。

この結果から、NOAEL を 0.00665％（3.3 mg/kg/day）とする。 
オ）B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、0.0076、0.0152%（0、9.9、19.8 mg/kg/day）の

濃度でジブチルスズジアセテート（DBTA）を 78 週間混餌投与し、さらに 14 週間飼育した

結果、一般状態に変化はなかったが、0.0152%群の雄の体重は試験期間を通して低かった。

0.0152%群の雌の体重も 60 週以降は低いままで推移したが、その原因として 45 週頃から始

まった死亡率の増加による影響も考えられた。しかし、主要臓器の組織に影響はなかっ

た 22) 。この結果から、NOAEL を 0.0076％（9.9 mg/kg/day）とする。 
カ）雄ウサギ 4 匹を 1 群とし、0、4、7、12、20 mg/kg/day のジブチル二塩化スズ（DBTC）

を 6 週間（6 日/週）強制経口投与した結果、20 mg/kg/day 群で 12～18 日に 3 匹、12 mg/kg/day
群で 19～38 日に 2 匹、7 mg/kg/day 群で 17～24 日に 2 匹、4 mg/kg/day 群で 30 日に 1 匹が

死亡し、7 mg/kg/day 以上の群の死亡例では 10～20％の体重減少がみられた。GPT は 7 
mg/kg/day 以上の群で明らかな増加傾向を示し、LDH も中程度の増加傾向にあった 23) 。 

  また、雄ウサギ 3 匹を 1 群とし、0、15、25、40 mg/kg/day のジブチルスズジラウラート

（DBTL）を 6 週間（6 日/週）強制経口投与した結果、40 mg/kg/day 群で 9～11 日に全数、

25 mg/kg/day 群で 11～23 日に全数、15 mg/kg/day 群で 34 日に 1 匹が死亡し、25 mg/kg/day
以上の群で著明な体重減少がみられた。血清中のトリグリセライドは 15 mg/kg/day 以上の

群で著明に増加し、リン脂質にもよく似た傾向がみられた 23) 。この結果から、DBTC で

LOAEL を 4 mg/kg/day、DBTL で LOAEL を 15 mg/kg/day とする。 
 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Wistar ラット雌 6 匹を 1 群とし、0、1.7、5、15 mg/kg/day のジブチルスズジアセテート

（DBTA）を妊娠 7 日から 17 日まで強制経口投与した結果、1.7 mg/kg/day 以上の群で胸腺

重量及び脾臓重量の有意な減少、15 mg/kg/day 群で体重増加の有意な抑制を認めた。また、

5 mg/kg/day 群の胎仔の 5.6％、15 mg/kg/day 群の胎仔の 17.9％に舌癒着や下唇裂などの奇形
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がみられたが、1.7 mg/kg/day 群の胎仔で外表系奇形の発生はなかった 8) 。この結果から、

1.7 mg/kg/day を母ラットで LOAEL、胎仔で NOAEL とする。 
イ）Wistar ラット雌 13～16 匹を 1 群とし、0、1.7、5、10、15 mg/kg/day のジブチルスズジア

セテート（DBTA）を妊娠 7 日から 17 日まで強制経口投与した結果、5 mg/kg/day 以上の群

で胸腺重量の有意な減少、15 mg/kg/day 群で体重増加の有意な抑制を認め、15 mg/kg/day 群

で生存胎仔が存在した母ラット数は有意に少なく、吸収胚の発生率は有意に高かった。胎

仔では 10 mg/kg/day 以上の群で低体重、外表系奇形（舌癒着や下唇裂、無尾など）、骨格系

奇形（下顎異常、肋骨や胸部椎弓の融合）の発生率に有意な増加を認め、骨格変異（頚肋、

腰肋）の有意な発生率増加は 5 mg/kg/day 以上の群でみられた 24) 。この結果から、母ラッ

ト及び胎仔で NOAEL を 1.7 mg/kg/day とする。 
ウ）Wistar ラット雌 4～6 匹を 1 群とし、妊娠 7～9 日、妊娠 10～12 日、妊娠 13～15 日、妊

娠 16～17 日のいずれかに、15 mg/kg/day のジブチルスズジアセテート（DBTA）を強制経

口投与し、妊娠 20 日に屠殺した結果、吸収胚の発生率は妊娠 7～9 日に投与した群で最も

高く、妊娠 10～12 日の投与群では半減し、妊娠 13～15 日又は妊娠 16～17 日の投与群では

更に低下した。また、妊娠 7～9 日に投与した群では胎仔の 32％に外表系奇形、50％に骨格

系奇形を認めたが、他の投与群では奇形の発生はなかった。 
  次に 7～8 匹を 1 群とし、30 mg/kg を妊娠 7、8、9 日のいずれかに強制経口投与した結果、

妊娠 8 日投与群では胎仔の約 70％に外表系奇形、約 60％に骨格系奇形がみられ、妊娠 7 日

投与群でも胎仔の約 5％、約 10％にそれぞれ奇形の発生があった。一方、頚肋の発生は妊

娠 8 日投与群の胎仔の約 90％、妊娠 9 日投与群の胎仔の約 60％、妊娠 7 日投与群の胎仔の

約 20％にみられた。なお、同様にして 15 mg/kg を投与した場合の奇形の発生は妊娠 8 日投

与群に限られ、頚肋の発生は妊娠 7 日投与群にはなかった。 
  更に 9～10 匹を 1 群とし、0、5、7.2、10.5、15.2、22 mg/kg を妊娠 8 日に強制経口投与

した結果、15.2 mg/kg/day 以上の群で頚肋、22 mg/kg/day 群で外表系奇形（下顎裂、下唇裂、

舌裂、舌癒着、脳ヘルニア）、骨格系奇形（下顎異常、頭蓋発育不全、肋骨融合、頸部又は

胸部の椎弓融合）の発生率が有意に増加した。しかし、妊娠 20 日に屠殺した母ラットの胸

腺重量に影響はなく、吸収胚の発生率や生存胎仔数、胎仔の体重にも影響はなかったこと

から、妊娠 8 日に DBTA を経口投与すると、母ラットに影響が現れなくても催奇形性によ

る影響が胎仔に及ぶと考えられた 25) 。 
エ）Wistar ラット雌 10 匹を 1 群とし、妊娠 8 日に 80 µmol/kg のジブチルスズジアセテート

（DBTA）、ジブチル二塩化スズ（DBTC）、ジブチルスズジラウラート（DBTL）、ジブチル

スズマレート（DBTM）、ジブチルスズオキシド（DBTO）、DBTL の主要な代謝物に相当す

るブチル(3-ヒドロキシブチル)スズジラウラート（3-OHDBTL）を強制経口投与した結果、

DBTO 群及び 3-OHDBTL 群で黄体数の有意な増加、DBTC 群で胎仔の低体重を認めたが、

着床数や吸収胚数、生存胎仔数等に影響はなかった。3-OHDBTL 群を除く各群の胎仔で外

表系奇形、骨格系奇形の発生数は有意に増加し、3-OHDBTL 群でも投与量を 160 µmol/kg
に増量すると外表系及び骨格系奇形の発生数は有意に増加した。頚肋などの骨格変異の発

生数はすべての群で有意に増加した。主な奇形は下顎裂、下唇裂、舌融合、舌裂、脳ヘル

ニア、下顎や肋骨、椎骨の異常であり、各群で共通していたことから、ジブチルスズ化合

物の奇形発現はブチル基が関与していると考えられた。また、DBTL の代謝物である
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3-OHDBTL の催奇形性は弱かったことから、DBTL の催奇形性の原因物質ではないと考え

られた 26) 。なお、これらのジブチルスズ化合物の 80 µmol/kg は DBTA で 28 mg/kg、DBTC
で 24 mg/kg、DBTL で 51 mg/kg、DBTM で 28 mg/kg、DBTO で 20 mg/kg、3-OHDBTL で 52 
mg/kg に相当する。 

オ）Wistar ラット雌 10～12 匹を 1 群とし、0、2.5、5、7.5、10 mg/kg/day のジブチル二塩化ス

ズ（DBTC）を妊娠 7 日から 15 日まで強制経口投与した結果、7.5 mg/kg/day 群の 5/12 匹、

10 mg/kg/day 群の 9/12 匹が死亡し、7.5 mg/kg/day 以上の群で体重増加の有意な抑制と摂餌

量の有意な減少を認めた。胎仔では 5 mg/kg/day 以上の群で低体重、外表系奇形（主に下顎

裂、舌癒着）、骨格系奇形（主に下顎骨の欠損、肋骨融合、胸部椎体又は椎弓の融合又は欠

損）の発生数に有意な増加を認めた 27) 。この結果から、NOAEL を母ラットで 5 mg/kg/day、
胎仔で 2.5 mg/kg/day とする。 

カ）Wistar ラット雌 19～25 匹を 1 群とし、0、1、2.5、5、10 mg/kg/day のジブチル二塩化ス

ズ（DBTC）を妊娠 6 日から 15 日まで強制経口投与した結果、10 mg/kg/day 群で体重増加

の有意な抑制、摂餌量及び胸腺重量の有意な減少を認めたが、黄体数や着床数、吸収胚数、

生存胎仔の数や体重に影響はなかった。また、胎仔の奇形は各群の 1/260、0/343、0/292、
1/224、4/262 匹にみられたが、発生率に有意差はなく、各群で複数の胎仔に共通した奇形

の発生もなかった。このため、10 mg/kg/day 群でみられた奇形発生率のわずかな増加は催

奇形性によるものでなく、母ラットに対する毒性による二次的影響と考えられた 28) 。この

結果から、著者らは NOAEL を母ラット及び胎仔で 5 mg/kg/day としている。 
キ）Wistar ラット雌雄各 12 匹を 1 群とし、交尾前 2 週から雄は交尾期間を通して 28 日間、

雌はさらに妊娠、授乳期間を通して 0、0.0005、0.003、0.02％の濃度でジブチル二塩化スズ

（DBTC）を混餌投与した結果、0.02％群の雌で交尾前、妊娠、授乳の各期で体重増加の有

意な抑制を認め、0.003％以上の群の雄でも体重増加の有意な抑制がみられた。雌では

0.003％以上の群でリンパ球の枯渇を伴った胸腺の絶対及び相対重量の減少がみられ、

0.02％群で卵巣嚢胞の発生率は有意に高かった。また、0.02％群で出産率や出生仔数の低下、

1 日及び 4 日生存率の低下と体重増加の抑制などに有意差を認めた 19, 20) 。この結果から、

NOAEL を 0.0005％（0.3～0.4 mg/kg/day）とするが、繁殖成績に関する NOAEL は 0.003％
（1.7～2.4 mg/kg/day）であった。 

ク）カニクイザル雌 10～12 匹を 1 群とし、0、2.5、3.8 mg/kg/day のジブチル二塩化スズ（DBTC）
を妊娠 20 日から妊娠 50 日まで強制経口投与した結果、2.5 mg/kg/day 以上の群で軟便や下

痢の有意な増加と体重増加の有意な抑制を認め、生存胎仔数は対照群の半分程度と少なか

った（2.5 mg/kg/day 群で有意差あり）。しかし、生存胎仔の体重や頭臀長、尾長、性比等に

影響はなく、外表系及び内臓系、骨格系の奇形発生もなく、内臓系及び骨格系の変異の発

生数にも有意な増加はなかった。また、死亡胚にも奇形はなかった。さらに胎仔の胸腺を

含む主要臓器の重量にも影響はなかった。このため、カニクイザルでは DBTC は胚致死作

用を示すが、催奇形性は示さないと考えられた 29) 。この結果から、母ザル及び胎仔でLOAEL
を 2.5 mg/kg/day とする。 

ケ）ラットに投与したトリブチルスズ（TBT）はジブチルスズ（DBT）、モノブチルスズ（MBT）
に代謝されるが、ラットに投与した DBT は TBT よりも低い用量で初期胚の死亡（着床阻

害）を引き起こし、DBT はマウスでも同様に初期胚の死亡を引き起こすが、MBT を投与し
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たラットで初期胚の死亡率増加はなかった。このため、DBT 又はその代謝物が TBT による

胚死亡の原因物質である可能性が示唆された。また、TBT の催奇形性の感受期は妊娠 13～
15 日、DBT では妊娠 7～8 日であり、発生毒性の強さや発現様式は TBT と DBT では異な

っており、MBT はブチルスズ化合物の発生毒性に関与していないと考えられる。DBT は in 
vitro でも胚に形態異常を引き起こすことから、DBT の催奇形性は DBT そのものによるこ

とが示唆されている 30) 。 
 

④ ヒトへの影響 

ア）ジブチルスズ化合物及びトリブチルスズ化合物を製造する工場の労働者にみられた皮膚

の化学熱傷は、ほとんどの場合がジブチル二塩化スズ（DBTC）か、トリブチル塩化スズの

どちらかを取り扱っていた時にみられており、ほとんどが小さくて痛みもなく、比較的短

期間で治癒していたが、時には手袋からの漏洩によって広範囲で重度の化学熱傷も発生し

ており、防護メガネの未着用時に飛沫を顔に浴びて結膜炎を生じることもあった。このた

め、ボランティアにジブチルスズ化合物（5 物質）又はトリブチルスズ化合物（4 物質）を

単回塗布して化学熱傷の反応を試験した結果、トリブチルスズ化合物では 4 物質すべてで

陽性反応を認めたが、ジブチルスズ化合物の中では DBTC で陽性反応がみられただけであ

った。なお、陽性反応のタイプはほぼ同じであった 15) 。 
 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2
に示すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 
WHO IARC －  
EU EU －  
 EPA －  
USA ACGIH －  
 NTP －  
日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  

 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では、ジブチルスズジアセテート（DBTA）は代謝活性化系（S9）添加の

有無にかかわらずネズミチフス菌で遺伝子突然変異を誘発しなかったが 31) 、S9 無添加のマ

ウスリンパ腫細胞（L5178Y）で遺伝子突然変異を誘発した 32) 。チャイニーズハムスター卵

巣（CHO）細胞では S9 無添加で姉妹染色分体交換を誘発しなかったが、S9 添加では軽く
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誘発し、S9 添加の有無にかかわらず染色体異常を誘発した 32) 。 
ジブチル二塩化スズ（DBTC）は S9 無添加のネズミチフス菌 33) 、チャイニーズハムス

ター卵巣（CHO）細胞 34) で遺伝子突然変異、大腸菌 35) で SOS 修復、枯草菌 35) で DNA 傷

害を誘発し、チャイニーズハムスター肺細胞（V79）36) で紡錘体形成を阻害した。 
S9 添加の有無にかかわらずジブチルスズマレート（DBTM）37) 、ジブチルスズオキシド

（DBTO）38) はネズミチフス菌及び大腸菌で、ジブチルスズジラウラート（DBTL）31) 、ジ

ブチルスズビス（ラウリルメルカプチド）31) はネズミチフス菌で遺伝子突然変異を誘発し

なかった。 
in vivo 試験系では、DBTA は混餌投与又は腹部注入したショウジョウバエで伴性致死突

然変異を誘発しなかったが 39) 、DBTC は強制経口投与したマウスの骨髄細胞で小核を誘発

した 40) 。 
 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Fischer 344 ラット雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、0.00665、0.0133％（0、3.3、6.6 mg/kg/day）
の濃度でジブチルスズジアセテート（DBTA）を 78 週間混餌投与し、さらに 26 週間飼育し

た結果、腫瘍の発生率に有意な増加はなく、精巣の間質細胞腫瘍では用量に依存した有意

な減少傾向がみられ、0.00665％以上の群で発生率は有意に低かった。なお、雌の子宮で腺

癌が 0/19、3/49、0/28 匹に、子宮及び子宮頚部で間質性ポリープが 0/19、7/49、2/28 匹にみ

られたが、0.0133％群では 17 匹の子宮組織を紛失して未検査であったため、子宮組織での

腫瘍の発生を完全に否定はできなかった 22) 。 
B6C3F1マウス雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、0.0076、0.0152％（0、9.9、19.8 mg/kg/day）

の濃度でジブチルスズジアセテート（DBTA）を 78 週間混餌投与し、さらに 14 週間飼育し

た結果、雌の 1/20、4/47、12/43 匹で肝細胞腺腫の発生を認め、その発生率には有意な増加

傾向があったが、発生率の値は有意な増加と判定されるものではなかった。また、雄では

肝細胞癌又は肝細胞腺腫が 2/19、11/49、15/49 匹にみられ、増加傾向が示唆されたが、発

生率に有意差はなかった 22) 。 
Syrian golden ハムスター雌 19～20 匹を 1 群とし、ハムスターに膵臓腫瘍を発生させるこ

とが明らかな N-ニトロソビス(2-オキソプロピル)アミン（BOP）を 0、20 mg/kg の用量で皮

下投与してイニシエートし、BOP 投与の 1 週間前又は 1 週間後に 0、30 mg/kg のジブチル

二塩化スズ（DBTC）を強制経口投与して 104 週間飼育した。その結果、BOP 投与前に DBTC
投与（DBTC-BOP 群）、BOP 投与後に DBTC 投与（BOP-DBTC 群）、BOP のみ投与（BOP
群）、DBTC のみ投与（DBTC 群）の各群で 12/19、1/20、11/19、0/20 匹に膵臓の腺癌を認

め、DBTC-BOP 群及び BOP 群での発生率は有意に高く、BOP-DBTC 群では BOP による腺

癌の発生が有意に抑制された。また、各群の 2/19、3/20、9/19、0/20 匹の肺で腺腫がみられ

たが、BOP 群に比べて DBTC-BOP 群の発生率は有意に低かった 41) 。 
また、Syrian golden ハムスター雌 22～29 匹を 1 群とし、0、10 mg/kg の BOP を週 1 回の

頻度で 5 週間皮下投与してイニシエートし、BOP 初回投与の 1 週間前又は BOP 最終投与の

1 週間後に 0、30 mg/kg のジブチル二塩化スズ（DBTC）を強制経口投与して 25 週間飼育し

た。その結果、DBTC-BOP 群、BOP-DBTC 群、BOP 群、DBTC 群の膵臓で 11/22、20/28、
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24/29、0/23 匹に腺癌を認め、その発生数は 1 匹当たり 0.6、1.4、1.8、0 であり、DBTC-BOP
群では発生率、発生数ともに有意に抑制されていた。一方、肺の腺腫は 18/22、18/28、23/29、
0/23 匹にみられ、発生率には BOP 投与の有無による差はなかった 42) 。 

このように BOP でイニシエートしたハムスターでは、DBTC 投与による発がん（膵臓腫

瘍）の抑制効果がみられたが、効果を認めた DBTC の投与時期は BOP 投与の前、後と相反

しており、一見矛盾していた。しかし、これらの試験では BOP によるイニシエート期間が

異なっており、5 週間にわたるイニシエートの場合には予め投与しておいた DBTC が作用

したことによると考えられた。また、抑制効果のメカニズムは不明であるが、DBTC によ

る総胆管の傷害が BOP の発がん作用を軽減したものと考えられた 42) 。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

ヒトでの発がん性に関して、知見は得られなかった。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られているが、

発がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断で

きない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に

基づき無毒性量等を設定することとする。 
経口ばく露については、中・長期毒性のア）のジブチル二塩化スズ（DBTC）を投与したラ

ットの試験から得られた LOAEL 2.5 mg/kg/day（免疫反応への影響）を試験期間が短かったこ

とから 10 で除し、さらに LOAEL であるために 10 で除した 0.025 mg/kg/day を無毒性量等に

設定する。 
吸入ばく露については、無毒性量等の設定ができなかった。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 
 

表 3.3 経口ばく露による健康リスク（MOE の算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露量 予測最大ばく露量 無毒性量等 MOE 

経口 

飲料水 － － 

0.025 mg/kg/day ラット 

－ 
公共用水

域・淡水 
＋食物 

0.0091 µg/kg/day 程度 0.035 µg/kg/day 程度 71 

注：ばく露量及び無毒性量等はジブチル二塩化スズとしての値を示す。 
 

経口ばく露については、公共用水域・淡水を摂取すると仮定した場合、平均ばく露量は

0.0091 µg/kg/day 程度、予測最大ばく露量は 0.035 µg/kg/day 程度であった。無毒性量等 0.025 
mg/kg/day と予測最大ばく露量から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除

して求めた MOE（Margin of Exposure）は 71 となる。 
従って、本物質の経口ばく露による健康リスクについては、情報収集に努める必要がある
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

と考えられる。なお、ジブチルスズ化合物はポリ塩化ビニル（容器・包装等）では安定剤、

シリコン樹脂（クッキングシート）では縮合触媒に使用されており 43) 、トータルダイエット

スタディでは加工食品を含む食品群からも検出されたことから、容器・包装等から食品に移

行した結果と推定されていたが 44) 、自主規制等の強化 9, 45, 46) によって加工食品からの摂取量

は減少するものと考えられる。 
 
 

表 3.4 吸入ばく露による健康リスク（MOE の算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露濃度 予測最大ばく露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 － － 

－  
－ 

室内空気 － － － 
 

吸入ばく露については、無毒性量等が設定できず、ばく露濃度も把握されていないため、

健康リスクの判定はできなかった。 
なお、ジブチルスズ化合物を含む有機スズ化合物の環境中への総排出量は約 10ｔ（平成 19

年度）で、ほぼ全量が大気中に排出されると推定されており、ジブチルスズ化合物がトリブ

チルスズ化合物の分解によって生成することも考慮すると、一般環境大気からの吸入ばく露

による健康リスクの評価に向けて吸入ばく露の知見収集等を行う必要性があると考えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

 水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性を確

認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 4.1 のとおりとなっ

た。 
 

表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 急

性

慢

性
毒性値 

 [µg/L] *1 生物名 生物分類 エンドポイント

／影響内容 
ばく露 
期間[日]

試験の信頼性
/Reliability*2

採用の 
可能性*3 文献 No. 対象物質

藻 類 ○  0.078*4Platymonas sp. 緑藻類 
EC50  
GRO(FCC) 4 D *4 C 1)-20534 DBTC 

 ○  0.080*4Scenedesmus 
obliquus 緑藻類 

EC50  
GRO(FCC) 4 D*4 C 1)-20534 DBTC 

 ○  16.7Scenedesmus 
obliquus 緑藻類 

EC50  
GRO(FCC) 4 B C 1)-4026 DBTC 

 ○  30Skeletonema 
costatum 珪藻類 

EC50  
GRO(FCC) 3 B B 1)-11353 DBTA 

 ○  40Skeletonema 
costatum 珪藻類 

EC50  
GRO(FCC) 3 B B 1)-11353 DBTC 

 ○  50～100Scenedesmus 
obliquus 緑藻類 

EC50 
GRO(RATE) 4 B B 1)-4026 DBTC 

  ○ 90.3Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 

NOEC 
GRO(AUG) 3 2 B 5)-1 DBT 

(EHTG)*5

 ○  110Thalassiosira 
pseudonana 珪藻類 

EC50  
GRO(FCC) 3 B B 1)-11353 DBTA 

 ○  181Thalassiosira 
pseudonana 珪藻類 

EC50  
GRO(FCC) 3 B B 1)-11353 DBTC 

 ○  266Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 

EC50  
GRO(AUG) 3 2 B 5)-1 DBT 

(EHTG)*5

  ○ ≧307*8Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 NOEC GRO 3 2 B 5)-2 DBT 

(EHTG)

 ○  >307*8Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 

EC50  
GRO(RATE) 3 2 B 5)-2 DBT 

(EHTG)

  ○ 770Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 NOEC  GRO 3 2 ― 5)-3 DBTM 

 ○  >1,440Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 EC50  GRO 3 2 ― 5)-4 DBTL 

 ○  >1,950Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 EC50  GRO 3 2 ― 5)-5 DBTO 

  ○ 2,800Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 NOEC  GRO 3 2 ― 5)-6 DBTC 

 ○  3,590Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 EC50  GRO 3 2 ― 5)-3 DBTM 

 ○  8,000Desmodesmus 
subspicatus 緑藻類 EC50  GRO 3 2 ― 5)-6 DBTC 

甲殻類  ○ 15Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 2 B 5)-7 DBTC*6

 ○  17Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 2 B 5)-8 DBT 
(EHTG)*5

  ○ 47Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 2 C 5)-9 DBT 
(EHTG)
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生物群 急

性

慢

性
毒性値 

 [µg/L] *1 生物名 生物分類 エンドポイント

／影響内容 
ばく露 
期間[日]

試験の信頼性
/Reliability*2

採用の 
可能性*3 文献 No. 対象物質

 ○  184Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 2 B 5)-10 DBTM 

 ○  318Daphnia magna オオミジンコ EC50  MOR 1 D C 4)- 
2009102 DBTL 

 ○  >665Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 2 ― 5)-11 DBT 
(EHTG)

 ○  840Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 2 ― 5)-12 DBTC 

 ○  900Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 1 B C 1)-12391 DBTC 

 ○  914~1,830Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 2 ― 5)-13 DBTL 

 ○  1,400Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 2 ― 5)-14 DBTC 

 ○  1,830Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 2 ― 5)-15 DBTO 

魚 類  ○ 40Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス 

(前期仔魚) 

NOEC 
MOR/GRO 110 C C 1)-5674 DBTC 

  ○ 450Cyprinodon 
variegatus 

キプリノドン科

（胚） 

NOEC  GRO 
（F0世代） 30 2 B 5)-16 DBTC*7

  ○ 450Cyprinodon 
variegatus 

キプリノドン科

（胚） 

NOEC  MOR 
（F1世代） ～191 2 B 5)-16 DBTC*7

 ○  600Leuciscus idus コイ科 LC50  MOR 2 D C 4)- 
2009102 DBTC 

 ○  980Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 2 B B 1)-18537 DBTL 

 ○  1,000Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 2 B B 1)-18537 DBTO 

 ○  >1,250Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ 
LC50  MOR 4 

(止水式) 2 ― 5)-17 DBTL 

   1,800Poecilia 
reticulata 

グッピー 

（3～4週間齢）
NOEC  MOR 1ヶ月 A B 1)-12607 DBTC 

 ○  3,300Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 2 B B 1)-18537 DBTA 

 ○  >3,600Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ 
LC50  MOR 4 

(止水式) 2 ― 5)-4 DBTO 

 ○  >4,000Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ 
LC50  MOR 4 2 ― 5)-18 DBTC 

 ○  >4,990Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ 
LC50  MOR 4 2 ― 5)-19 DBTM 

 ○  >5,230Danio rerio 
ゼブラフィッシ

ュ LC50  MOR 4 
(止水式) 2 ― 5)-20 DBT 

(EHTG)

 ○  5,700Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ 
LC50  MOR 4 

(止水式) 2 ― 5)-21 DBT 
(EHTG)*5

 ○  5,800Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 2 B B 1)-18537 DBTC 

 ○  11,000Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 2 B B 1)-18537 DBTM 

 ○  >11,000Danio rerio ゼブラフィッシ

ュ 
LC50  MOR 4 2 ― 5)-18 DBTC 

その他  ○ 2.6Mytilus edulis ムラサキイガイ NOEC  GRO 33 2 C 1)-6982 DBT 

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
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A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 
エンドポイント 

EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、 
NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 

影響内容 
GRO (Growth) : 生長（植物）、成長（動物）、IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡 

（    ）内：毒性値の算出方法 
RATE：生長速度より求める方法（速度法） 
FCC (Final Cell Concentration [or Counts])：試験終了時の藻類の細胞密度（または細胞数）より求める方法 
 

*1 毒性値は DBTC (ジブチル二塩化スズ) 当たりに換算した 
*2 数値はジブチルスズの SIAR(SIDS Initial Assessment Report)(OECD, 2009)に記載されている Klimisch code を示す 
  (SIDS：Screening Information Data Sets) 
*3 「－」は当分科会において採用の可能性を判断していない 
*4 原著における本毒性値が記載されている表の濃度単位が誤りである可能性も考えられ、正しい毒性値を確認できないため、

試験の信頼性は「D」とした 
*5 被験物質はジブチルスズビス(メルカプト酢酸 2-エチルヘキシル)：ブチルスズトリス(メルカプト酢酸 2-エチルヘキシル)

が 65：35%の混合物 
*6 被験物質の純度は 89.0％ジブチル二塩化スズ、0.12％トリブチル塩化スズ、0.21％モノブチル三塩化スズ 
*7 被験物質の純度は 99.84％ジブチル二塩化スズ、0.087％トリブチル塩化スズ、0.077％モノブチル三塩化スズ 
*8 試験最高濃度区においても有意な影響が見られなかった 

 
 

 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度(PNEC)導出のために採用した。その知見の概

要は以下のとおりである。 
 

1） 藻類 

Walsh ら 1)-11353は、珪藻類 Skeletonema costatum の生長阻害試験を実施した。試験にはジブチ

ルスズジアセテート(DBTA)が用いられ、設定試験濃度区は対照区、助剤対照区、及び 5 濃度区

であった。試験溶液は、塩分 30 の人工海水培地を用い、0.02%アセトンを助剤として調製され

た。藻類の生長阻害は、試験終了時の細胞数により求められた。72 時間半数影響濃度(EC50)は、

設定濃度に基づき 30µg/L（ジブチル二塩化スズ換算）であった。 
また、Ciba-Geigy, Ltd.5)-1は Directive 87/302/EEC, partC, p.89 "Algal Inhibition Test"(1987)に準拠

し、緑藻類 Desmodesmus subspicatus（旧名 Scenedesmus subspicatus）の生長阻害試験を実施した。

試験にはジブチルスズビス（メルカプト酢酸 2-エチルヘキシル）(DBT(EHTG))が用いられ、設

定試験濃度は 0（対照区）、0.123、0.37、1.1、3.3、10mg/L（公比 3）であった。被験物質の実

測濃度は、試験終了時に 0、0.19、0.29、0.63、1.1、2.5mg/L であり、毒性値の算出には試験終

了時の実測濃度が用いられた。面積法による 72 時間無影響濃度(NOEC)は 90.3µg/L（ジブチル

二塩化スズ換算）であった。 
 

2） 甲殻類 

Ciba-Geigy, Ltd5)-8は Directive 84/449/EEC, C.2 "Acute toxicity for Daphnia"(1984) に準拠し、オ

オミジンコ Daphnia magna の急性遊泳阻害試験を GLP 試験として実施した。試験は止水式で行

われ、ジブチルスズビス（メルカプト酢酸 2-エチルヘキシル）(DBT(EHTG))が用いられた。設

定試験濃度は 0（対照区）、0.01、0.018、0.032、0.058、0.1mg/L（公比 1.8）であり、試験用水

には再調整水（硬度 240mg/L、CaCO3 換算）が用いられた。48 時間半数影響濃度(EC50)は、設



     5 ジブチルスズ化合物  

 23 

 

定濃度に基づき 17µg/L（ジブチル二塩化スズ換算）であった。 
また、ABC Laboratories5)-7は米国 EPA の試験方法(EPA 540/9-86-141, 1986) に準拠し、オオミ

ジンコ Daphnia magna の繁殖試験を GLP 試験として実施した。試験は半止水式（週 3 回換水）

で行われ、ジブチルスズ二塩化物(DBTC)が用いられた。設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照

区）、7.5、15、30、60、120µg/L（公比 2）であった。試験溶液は、混合硬水（硬度 168～180mg/L、
CaCO3 換算）を試験用水に、アセトンを助剤として調製された。被験物質の実測濃度（スズ換

算）は、設定濃度（スズ換算）の 68±4.8％であった。0 日目、21 日目には対照区と助剤対照区

でもジブチルスズ二塩化物が検出された。21 日間無影響濃度(NOEC)は、設定濃度に基づき

15µg/L（ジブチル二塩化スズ換算）であった。 

 
3） 魚類 

Nagase ら 1)-18537は、OECD テストガイドライン No．203(1982)に準拠し、メダカ Oryzias latipes
の急性毒性試験を実施した。試験は半止水式(24 時間換水) で行われ、ジブチルスズジラウラー

ト(DBTL)が使用された。設定試験濃度区は 5 濃度区以上（公比 1.8 未満）であった。試験溶液

の調製には、試験用水として脱塩素水道水が、助剤としてジメチルスルホキシド(DMSO)と界面

活性作用のある硬化ひまし油(HCO-40)を 4：1 の割合で混合したものが用いられた。48 時間半

数致死濃度(LC50)は、設定濃度に基づき 980 µg/L（ジブチル二塩化スズ換算）であった。 
また、Gulf Coast Research Laboratories5)-16は米国 EPA の試験方法(EPA 660/9-78-010) に準拠し、

キプリノドン科 Cyprinodon variegatus の胚を用いた魚類ライフサイクル試験を、GLP 試験とし

て実施した。試験にはジブチルスズ二塩化物が用いられ、流水式（流速 約 7L／時間）で行わ

れた。設定試験濃度は 0（対照区）、47、94、187.5、375、750µg Sn/L（公比 2）であり、試験

用水の塩分は 15±1 に調整された。被験物質の実測濃度は ND、82.6、146、231、452、768µg Sn/L
であった。毒性値の算出には実測濃度が用いられた。F0 世代の成長阻害に関する 30 日間無影

響濃度(NOEC)は 450µg/L（ジブチル二塩化スズ換算）であった。また、F1 世代の胚の死亡に関

する 191 日間までの NOEC も 450µg/L（ジブチル二塩化スズ換算）であった。 

 

（2）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセ

スメント係数を適用し予測無影響濃度(PNEC)を求めた。 
 
急性毒性値 
藻類 Skeletonema costatum 生長阻害；72 時間 EC50 30µg/L
甲殻類 Daphnia magna 遊泳阻害；48 時間 EC50 17µg/L
魚類 Oryzias latipes 48 時間 LC50  980µg/L
アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類及び魚類）について信頼できる知見が得ら

 れたため］ 
 これらの毒性値のうち最も小さい値（甲殻類の 17µg/L）をアセスメント係数 100 で除するこ

とにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 0.17µg/L が得られた。 
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慢性毒性値 
藻類 Desmodesmus subspicatus 生長阻害；72 時間 NOEC 90.3µg/L
甲殻類 Daphnia magna 繁殖阻害；21 日間 NOEC 15µg/L
魚類 Cyprinodon variegates 

 

F0 世代の成長阻害；30 日間 NOEC 
/F1 世代の死亡；～191 日間 NOEC 

450µg/L

アセスメント係数：10［3 生物群（藻類、甲殻類及び魚類）について信頼できる知見が得ら 
  れたため］ 

 これらの毒性値のうち最も小さい値（甲殻類の 15µg/L）をアセスメント係数 10 で除すること

により、慢性毒性値に基づく PNEC 値 1.5µg/L が得られた。 

 
 本物質の PNEC としては甲殻類の急性毒性値から得られた 0.17µg/L を採用する。 
 

（3）生態リスクの初期評価結果 

 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比

公共用水域・淡水 0.0015µg/L程度 (2005) 0.035µg/L程度 (2005) 
0.17 
µg/L 

0.2 

公共用水域・海水 0.0015µg/L程度 (2005) 0.17µg/L程度 (2005) 1 

注：1) 水質中濃度の（ ）内の数値は測定年度を示す  
   2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

 

 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域、海水域とも 0.0015µg/L 程度

であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度(PEC)は、淡水域で 0.035µg/L 程度、

海水域では 0.17µg/L 程度であった。 
予測環境中濃度(PEC)と予測無影響濃度(PNEC)の比は淡水域で 0.2、海水域では 1 となるため、

詳細な評価を行う候補と考えられる。 
本物質については、加水分解によりジブチルスズオキシド(DBTO)を生じるが、その分解速度

は化合物によって異なるため、環境中での挙動に関する知見及び環境中濃度を収集し、詳細な

評価を行うことが望ましいと考えられる。 
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